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東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 相続税更正処分取消請求事件 

国側当事者・国（本郷税務署長） 

平成２５年５月３０日棄却・控訴 
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上記３名訴訟代理人弁護士 浅見 東司 

             園部 裕治 

被告           国 

同代表者法務大臣     谷垣 禎一 

処分行政庁        本郷税務署長 

             森主 悟 

同指定代理人       南部 崇徳 

             山口 克也 

             片野 美千子 

             峰岡 睦久 

             北村 勝 

             中澤 直人 

 

主 文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

 

事実及び理由  

第１ 請求 

１ 本郷税務署長が原告甲（以下「原告甲」という。）に対し平成２３年２月２５日付けでした平

成２１年１月１日相続開始に係る相続税の更正（以下「本件更正１」という。）のうち納付すべ

き税額９５万円を超える部分並びに平成２２年９月２８日付けでした過少申告加算税賦課決定

（以下「本件賦課決定１-１」という。）のうち納付すべき税額５万４５００円を超える部分及び

平成２３年６月２９日付けでした過少申告加算税変更賦課決定（以下「本件賦課決定１-２」と

いい、同賦課決定による増額変更前の同年２月２５日付け過少申告加算税賦課決定を「本件変更

前賦課決定１-２」という。）をいずれも取り消す。 

２ 本郷税務署長が原告乙（以下「原告乙」という。）に対し平成２３年２月２５日付けでした平

成２１年１月１日相続開始に係る相続税の更正（以下「本件更正２」という。）のうち納付すべ

き税額１０７万６６００円を超える部分並びに平成２２年８月２７日付けでした過少申告加算

税賦課決定（以下「本件賦課決定２-１」という。）のうち納付すべき税額８万３０００円を超え
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る部分及び平成２３年７月２９日付けでした過少申告加算税変更賦課決定（以下「本件賦課決定

２-２」といい、同賦課決定による増額変更前の同年２月２５日付け過少申告加算税賦課決定を

「本件変更前賦課決定２-２」という。）をいずれも取り消す。 

３ 本郷税務署長が原告丙（以下「原告丙」という。）に対し平成２３年２月２５日付けでした平

成２１年１月１日相続開始に係る相続税の更正（以下「本件更正３」という。）のうち納付すべ

き税額３１０万３４００円を超える部分及び平成２２年８月２７日付けでした過少申告加算税

賦課決定（ただし、平成２３年２月２５日付け変更決定による一部取消し後のもの。以下「本件

賦課決定３」という。また、以下、上記変更決定による一部取消し前の賦課決定を「本件変更前

賦課決定３」と、上記変更決定を「本件変更決定」とそれぞれいう。）のうち納付すべき税額２

６万３５００円を超える部分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

本件は、平成２１年１月１日に死亡した亡丁（以下「亡丁」という。）の共同相続人である原告

らが、本郷税務署長に対し、亡丁の相続に係る相続税の申告をした後、その慫慂を受けて修正申告

をしたのに伴い、同税務署長から、平成２２年９月２８日付け又は同年８月２７日付けで、本件賦

課決定１-１、本件賦課決定２-１及び本件変更前賦課決定３を受け、さらに、同税務署長に対し、

相続税の更正の請求をしたところ、平成２３年２月２５日付けで、本件更正１ないし３（以下、こ

れらの更正を併せて「本件各更正」という。）並びに本件変更前賦課決定１-２及び本件変更前賦課

決定２-２を受け（原告丙においては、本件変更前賦課決定３の一部取消決定である本件変更決定

を受けた。）、また、原告甲においては、同年６月２９日付けで、本件変更前賦課決定１-２の増額

変更決定である本件賦課決定１-２を、原告乙においては、同年７月２９日付けで、本件変更前賦

課決定２-２の増額変更決定である本件賦課決定２-２（以下、本件賦課決定１-１、本件賦課決定

２-１及び本件賦課決定３並びに本件賦課決定１-２及び本件賦課決定２-２を併せて「本件各賦課

決定」といい、本件各更正と併せて「本件各更正等」という。）をそれぞれ受けたため、亡丁の相

続に係る相続税の総額を計算する際の基礎控除額の算出において用いられる亡丁の「相続人の数」

（相続税法１５条１項）は、原告らのみの人数である「３」とされるべきものではなく、原告らと

同様に亡丁の配偶者の実子で亡丁の養子となった亡戊（同人は、亡丁の死亡前である平成２０年９

月１５日に死亡している。以下「亡戊」という。）の養子縁組前の子の人数を加えた「５」とされ

るべきものであると主張し、本郷税務署長の所属する国を被告として、本件各更正のうち上記更正

の請求に係る納付すべき相続税額を超える部分及び本件各賦課決定のうち同相続税額を基礎とし

て計算した過少申告加算税の額を超える部分の各取消しを求める事案である。 

なお、本件各更正のうち上記修正申告に係る納付すべき相続税額を超えない部分については、本

来、更正の請求の排他性により、更正の請求を経て、更正をすべき理由がない旨の通知の取消しの

訴えを提起し、その適法性を争うべきものであるが、本件において、原告らが更正の請求をしたも

のであることは、上記のとおりであり、本件各更正のうち上記更正の請求に係る納付すべき相続税

額を超える部分には、上記更正の請求に対し更正をすべき理由がない旨の判断が含まれているもの

と解することができるから、本件各更正のうち上記修正申告に係る納付すべき相続税額を超えない

部分についても、上記更正の請求に係る納付すべき相続税額を超える限度で、その取消しの訴えを

提起することができるものというべきである。また、原告丙に対する本件変更決定は本件変更前賦

課決定３の一部取消決定であるから、本件変更前賦課決定３のうち本件変更決定による一部取消し

後のもの（すなわち本件賦課決定３）は本件変更決定と併存する（原告丙は、本件訴えにおいて、

2 



本件賦課決定３の取消しを求めているものである。）のに対して、本件賦課決定１-２及び本件賦課

決定２-２は本件変更前賦課決定１-２又は本件変更前賦課決定２-２の増額変更決定であるから、

本件変更前賦課決定１-２及び本件変更前賦課決定２-２は、それぞれ本件賦課決定１-２、本件賦

課決定２-２に吸収されて消滅したのであって、原告甲及び原告乙は、本件訴えにおいて、本件変

更前賦課決定１-２又は本件変更前賦課決定２-２をその中に包含する本件賦課決定１-２及び本件

賦課決定２-２の取消しを求めているものであると解される（仮に本件変更前賦課決定１-２及び本

件変更前賦課決定２-２が本件賦課決定１-２又は本件賦課決定２-２と併存するものであるとすれ

ば、原告甲及び原告乙は、本件変更前賦課決定１-２及び本件変更前賦課決定２-２並びに本件賦課

決定１-２及び本件賦課決定２-２のいずれの取消しをも求めているものであるということができ

る。）。 

１ 法令の定め 

本件に関係する法令の定めは別紙１（関係法令の定め）のとおりである。なお、以下の別紙の

中で定めた用語の意義は、以下の本文中においても同一であるものとする。 

２ 前提事実（顕著な事実、争いのない事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨により容易に認め

られる事実） 

(1) 当事者等 

ア 原告ら並びに亡戊及びＡは、亡Ｂ（以下「亡Ｂ」という。）と亡Ｃとの間の子である。（甲

２１ないし２６、２８ないし３１) 

イ 亡Ｃは、昭和３８年１１月１４日に死亡し、亡Ｂは、昭和３９年４月２８日に亡丁と婚姻

の届出をした。亡Ｂは、昭和５７年４月１７日に死亡し、亡丁と原告ら及び亡戊は、平成１

５年１０月８日に養子縁組の届出をした。（甲２７、３３ないし３６) 

ウ 亡戊は、その妻であるＤとの間に、昭和５５年９月２５日にＥ（以下「Ｅ」という。）を、

昭和５７年９月１９日にＦ（以下「Ｆ」という。）をもうけたが、平成２０年９月１５日に

死亡した。（甲３２、３８) 

(2) 亡丁の相続の開始 

亡丁は、平成２１年１月１日に死亡し、同日その相続（以下「本件相続」という。）が開始

した。（甲３７) 

(3) 亡丁の遺産分割 

原告ら並びにＥ及びＦは、平成２１年４月１６日、Ｅ及びＦが亡丁の相続人であることを前

提に、亡丁の遺産について、文京区●●及び●●の各土地の持分２分の１を原告甲が、同●●

及び●●の各土地の持分２分の１を原告乙が、同●●及び●●の各土地の持分２分の１を原告

丙が、同●●の土地（以下「本件土地」という。）の持分２分の１をＥが、それぞれ取得する

旨の遺産分割協議をした。（甲３) 

(4) 課税処分の経緯 

本件における課税処分の経緯は別紙２（課税処分の経緯）及び別表のとおりである。 

３ 課税処分の根拠 

本件において被告が主張する課税処分の根拠は別紙３（課税処分の根拠）のとおりである。 

４ 争点 

本件の争点は、本件相続に係る相続税の総額を計算する際の基礎控除額の算出において用いら

れる亡丁の「相続人の数」（相続税法１５条１項）であり、具体的には、亡戊の亡丁との養子縁
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組前の子であるＥ及びＦは、民法７２７条の規定により亡丁の直系卑属となり、民法８８７条２

項の規定により亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人となるか否かである。 

５ 当事者の主張 

(1) 相続税法１５条１項の「相続人の数」について 

（被告の主張） 

ア Ｅ及びＦは、亡戊の亡丁との養子縁組前の子であるから、次のとおり、民法７２７条の規

定により亡丁の直系卑属となったものではなく、民法８８７条２項の規定により亡戊の代襲

相続人として亡丁の相続人となるものではない。したがって、本件相続に係る相続税の総額

を計算する際の基礎控除額の算出において用いられる亡丁の「相続人の数」は、原告らのみ

の人数である「３」とされるべきものである。 

イ 民法７２７条は、養子と養親及び養親の血族との間における法定の血族関係の発生につい

て規定したものであって、養親と養子の血族との間においては法定の血族関係は発生しない

ものと解するのが相当であり、養子の養子縁組前の子は養親の直系卑属となるものではない。

そして、民法８８７条２項ただし書が、被相続人の直系卑属でない者は代襲相続人とならな

い旨を規定していることからすれば、養子の養子縁組前の子は養子の代襲相続人として養親

の相続人となるものではないというべきである（昭和３７年法律第４０号による民法の一部

改正により同項ただし書が設けられるまでは、養子の養子縁組前の子が、養親の直系卑属と

なるものではないとしても、代襲相続人にもなるものではないとまでいうことができるかに

ついては、解釈論上の疑義があったところ、上記改正により同項ただし書が設けられたこと

によって、養子の養子縁組前の子は養親の直系卑属となるものではないから代襲相続人にも

なるものではないという通説的な解釈及び実務の取扱いが確認されるに至った。）。 

これを本件についてみると、亡戊は、平成１５年１０月８日に亡丁と養子縁組をしており、

Ｅは昭和５５年９月２５日に、Ｆは昭和５７年９月１９日に出生している。したがって、Ｅ

及びＦは、亡戊の亡丁との養子縁組前の子であるから、亡丁の直系卑属となったものではな

く、亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人となるものではないこととなる。 

ウ 相続税法１５条の適用に関し、同条１項の「相続人の数」は民法第５編第２章の規定によ

る相続人の数とするとされている（同条２項）ところ、上記イのとおり、Ｅ及びＦは、亡戊

の代襲相続人として亡丁の相続人となるものではなく、その他の民法第５編第２章の規定に

よっても亡丁の相続人となるものではないから、亡丁の「相続人の数」は、亡丁の配偶者で

ある亡Ｂの実子で亡丁の養子となった原告らのみの人数である「３」とされるべきものであ

る。 

（原告らの主張） 

ア Ｅ及びＦは、次のとおり、民法７２７条の規定により亡丁の直系卑属となったものであり、

民法８８７条２項の規定により亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人となるものというべ

きである。したがって、本件相続に係る相続税の総額を計算する際の基礎控除額の算出にお

いて用いられる亡丁の「相続人の数」は、原告らのみの人数である「３」に亡戊の養子縁組

前の子であるＥ及びＦの人数を加えた「５」とされるべきものである。 

イ 民法は一般社会の基本規範であるから、民法が養親と養子との間の親族関係のみを規定し、

養親と養子の親族との間の親族関係については規定していないとは考え難い。そして、民法

において養親と養子との間の親族関係を規定しているのは７２７条のみであるから、同条は、
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養親と養子との間の親族関係のみならず、養親と養子の親族との間の親族関係をも規定して

いるものと解すべきである。また、特に、配偶者の連れ子を養子とする者は、その連れ子の

実子との間においても親族関係が発生することを承認しているものと解するのが相当であ

る。 

これを本件についてみると、Ｅ及びＦは、亡戊の実子であるところ、亡戊が平成１５年１

０月８日に亡丁と養子縁組をしたことから、民法７２７条の規定により亡丁の直系卑属とな

ったものであり、亡戊が亡丁の死亡前である平成２０年９月１５日に死亡したことから、民

法８８７条２項の規定により亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人となるものというべき

である。 

ウ また、亡戊は、亡丁の配偶者である亡Ｂの実子であり、かつ、亡丁の養子であるから、相

続税法１５条３項１号の規定により、亡丁の実子とみなされるのであって、亡戊の実子であ

るＥ及びＦは、亡丁の直系卑属となったものであり、亡戊が亡丁の死亡前に死亡したことか

ら、亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人となるものというべきである。 

エ 特に、本件では、亡丁の遺産は、亡Ｂの遺産についての遺産分割協議により亡丁が取得し

た遺産と全く同じであり、Ｅ及びＦは、亡Ｂの直系卑属であるから、「相続人の数」に含ま

れるものと解すべきである。また、Ｅ及びＦは、亡丁の遺産分割協議後にされた不動産登記

手続において、登記官から亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人となるものとみなされてい

る。 

（原告らの主張に対する被告の反論） 

ア 原告らの主張イについて 

民法７２７条の文言上、養子縁組により法定の血族関係が発生するのは養子と養親及び養

親の血族との間においてであることが明らかであり、養親と養子の血族との間においては法

定の血族関係は発生しないものと解され、養子の養子縁組前の子は養親の直系卑属となるも

のではないことは、上記被告の主張イのとおりである。養親子関係においていかなる範囲の

者が法定の血族関係にあるものとするかは、立法政策の問題であり、民法が一般社会の基本

規範であることの帰結として原告らの主張に係る解釈が成立することはないものというべ

きである。 

イ 原告らの主張ウについて 

相続税法１５条２項は、相続開始の直前に親族を養子にするような明らかに節税のみを目

的とする養子縁組がみられることから、基礎控除額の計算上、相続人の数に算入される養子

の数を制限した規定であり、同条３項は、特別養子縁組による養子となった者や、被相続人

の配偶者の実子で当該被相続人の養子となった者などは、社会通念上、実子と同視すること

ができることから、これらの者を上記制限の対象から除外した規定であって、いずれも、民

法上は相続人となる者について税制上の修正を加えたものにすぎず、民法上相続人とならな

い者を相続人とみなすものではない。このことは、同項が「前項の規定の適用については」

実子とみなすと規定していることからも明らかである。 

ウ 原告らの主張エについて 

不動産登記手続は当事者の申請に基づいて行われるものである（不動産登記法１６条）か

ら、必ずしも真実の権利関係を示すものではなく、このことは、同法６７条が権利に関する

登記に錯誤又は遺漏がある場合の登記の更正について規定していることからも明らかであ
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る。 

(2) 本件各更正等の適否について 

（被告の主張） 

ア 本件各更正の適法性 

本件相続に係る原告らの納付すべき相続税額は、別紙３（課税処分の根拠）１(2)オの(ア)

ないし(ウ)のとおりであるところ、本件各更正における原告らの納付すベき相続税額は、別

紙２（課税処分の経緯）５のとおり、原告甲について１８６万７３００円、原告乙について

１４８万５７００円、原告丙について３４０万７５００円と、いずれもこれと同額であるか

ら、本件各更正は適法である。 

イ 本件各賦課決定の適法性 

本件各更正が適法であることは、上記アのとおりであり、別紙２（課税処分の経緯）２の

修正申告及び本件更正１又は２により原告甲及び原告乙が新たに納付すべきこととなった

相続税額並びに別紙２（課税処分の経緯）２の修正申告により原告丙が新たに納付すべきこ

ととなった相続税額のうち本件更正３による一部減額後のものに対しては、国税通則法６５

条の規定により過少申告加算税が課されることとなる。 

そして、原告らの納付すべき過少申告加算税の額は、別紙３（課税処分の根拠）２の(1)

ないし(3)のとおりであるところ、本件各賦課決定における原告らの納付すべき過少申告加

算税の額は、別紙２（課税処分の経緯）３、５及び８のとおり、原告甲について１９万１０

００円、原告乙について１４万４５００円、原告丙について３０万９５００円と、いずれも

これと同額であるから、本件各賦課決定は適法である。 

（原告らの主張） 

本件各更正等が適法であることは争う。 

本件各更正等は、相続税法１５条１項及び２項、民法７２７条、８８７条２項の解釈適用を

誤ってした違法な処分であるから、取り消されるべきものである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 相続税法１５条１項の「相続人の数」について 

(1) 亡丁の「相続人の数」について 

相続税は、相続又は遺贈により財産を取得した者の被相続人からこれらの事由により財産を

取得した全ての者に係る相続税の総額を計算し、当該相続税の総額を基礎としてそれぞれこれ

らの事由により財産を取得した者に係る相続税額として計算した金額により、課するものであ

る（相続税法１１条）。上記相続税の総額を計算する場合においては、同一の被相続人から相

続又は遺贈により財産を取得した全ての者に係る相続税の課税価格の合計額から、５０００万

円と１０００万円に当該被相続人の「相続人の数」を乗じて得た金額との合計額（遺産に係る

基礎控除額）を控除するものとされている（同法１５条１項）ところ、上記「相続人の数」は、

上記被相続人の民法第５編第２章（相続人）の規定による相続人の数とするものとされている

（同条２項）から、本件相続に係る相続税の総額を計算する際の基礎控除額の算出において用

いられる亡丁の「相続人の数」は、亡丁の民法第５編第２章の規定(８８６条ないし８９５条）

による相続人の数が何名であるかにより決定されることとなる。 

そこで、亡丁の民法第５編第２章の規定による相続人の数が何名であるかについて検討する

こととする。 
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(2) 亡丁の民法第５編第２章の規定による相続人の数について 

ア 原告らについて 

亡丁の配偶者である亡Ｂは、亡丁の死亡前である昭和５７年４月１７日に死亡しており

（前提事実(1)イ）、民法８９０条の規定により亡丁の相続人となるものではなく、また、亡

丁に実子はいない（弁論の全趣旨）ところ、原告らは、平成１５年１０月８日に亡丁との養

子縁組をし（前提事実(1)イ）、その日から、亡丁の嫡出子の身分を取得しているのであって

（民法８０９条）、民法８８７条１項の規定により亡丁の相続人となるものであり、この点

に争いはない。 

なお、相続税法１５条２項括弧書きは、当該被相続人に養子がある場合の当該相続人の数

に算入する当該被相続人の養子の数は、同項各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定め

る養子の数に限るものとすると規定しているが、同条３項１号は、同条２項の規定の適用に

ついては、民法８１７条の２第１項（特別養子縁組の成立）に規定する特別養子縁組による

養子となった者、当該被相続人の配偶者の実子で当該被相続人の養子となった者その他これ

らに準ずる者として政令で定める者は実子とみなすと規定しているところ、原告らは、亡丁

の配偶者である亡Ｂの実子で、亡Ｂが亡丁と婚姻し死亡した後に亡丁の養子となった者であ

り（前提事実(1)ア及びイ）、亡丁が、亡Ｂについて戸籍法９６条の姻族関係終了届をし、原

告らとの姻族関係を終了させたこともうかがわれないことによれば、原告らは、亡丁の配偶

者の実子で、亡丁と当該配偶者との婚姻期間において亡丁の養子となった者であるというこ

とができるのであって（相続税法基本通達１５-６参照）、相続税法１５条２項の規定を適用

し、亡丁の「相続人の数」を決定するについては、原告らは実子とみなされ、同項括弧書き

による制限は適用されないこととなる。 

イ Ｅ及びＦについて 

原告らは、Ｅ及びＦは、民法７２７条の規定により亡丁の直系卑属となったものであり、

民法８８７条２項の規定により亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人となるものというべ

きであると主張する。 

しかし、民法７２７条は、養子と養親及び「その血族」すなわち養親の血族との間におい

ては、養子縁組の日から、血族間におけるのと同一の親族関係を生ずると規定しているにと

どまり、養子の血族と養親との間において親族関係を生ずる旨を規定しているものではない

し、また、同条は、養子と養親との間における親族関係は「養子縁組の日から」生ずると規

定しているにとどまり、養子と養親との間における親族関係が養子縁組の日よりも前に遡っ

て生ずる旨を規定しているものでもないのであって、このような同条の規定に照らすと、養

子の養子縁組前の子は、養親と養子との間の養子縁組により、養親との間において親族関係

を生ずるものではなく、養親の直系卑属となるものではないというべきである（大審院昭和

●●年(○○)第●●号同７年５月１１日第四民事部判決・民集１１巻１０６２頁参照。なお、

これに対して、養子の養子縁組後の子は養親の直系卑属となるものであると解される。）。 

これを本件についてみると、亡戊は、平成１５年１０月８日に亡丁と養子縁組をしたもの

であるところ、Ｅ及びＦは、この養子縁組前に出生したものであり（前提事実(1)イ及びウ）、

亡戊の亡丁との養子縁組前の子であるから、民法７２７条の規定により亡丁の直系卑属とな

ったものではなく、民法８８７条２項の規定により亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人と

なるものではないというべきである（同項ただし書）。 
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ウ 亡丁の民法第５編第２章の規定による相続人の数について 

以上によれば、亡丁の民法第５編第２章の規定による相続人の数は、原告らの人数である

「３」であるということができる。そして、そうであるとすると、本件相続に係る相続税の

総額を計算する際の基礎控除額の算出において用いられる亡丁の「相続人の数」は、「３」

とされるべきものであることとなる。 

(3) 原告らの主張について 

ア 原告らの主張イについて 

原告らは、民法は一般社会の基本規範であるから、民法が養親と養子との間の親族関係の

みを規定し、養親と養子の親族との間の親族関係については規定していないとは考え難く、

民法において養親と養子との間の親族関係を規定しているのは７２７条のみであるから、同

条は、養親と養子との間の親族関係のみならず、養親と養子の親族との間の親族関係をも規

定しているものと解すべきであると主張する。しかし、養親と養子の血族との間において親

族関係を生じさせるか否かは、それを民法に規定するか否かを含めて立法府の広範な裁量に

委ねられた事項であり、民法が一般社会の基本規範であるからといって、上記の点が必ず民

法に規定されているということはできないし、原告らの主張するような内容が規定されてい

るはずであるということもできない。したがって、原告らの上記主張は採用することができ

ない。 

また、原告らは、配偶者の連れ子を養子とする者は、その連れ子の実子との間においても

親族関係が発生することを承認しているものと解するのが相当であるとも主張するが、仮に

配偶者の連れ子を養子とする者がそのような意思を有していたものとしても、民法の規定が

上記(2)イのとおり解される以上、養子の養子縁組前の子は、養親と養子との間の養子縁組

により、養親との間において法律上の親族関係を生ずるものではなく、養親の直系卑属とな

るものではないというべきである。 

イ 原告らの主張ウについて 

原告らは、亡戊は、亡丁の配偶者である亡Ｂの実子であり、かつ、亡丁の養子であるから、

相続税法１５条３項１号の規定により、亡丁の実子とみなされるのであって、亡戊の実子で

あるＥ及びＦは、亡丁の直系卑属となったものであると主張する。しかし、相続税法１５条

３項１号が「前項の規定の適用については」特別養子縁組による養子となった者、当該被相

続人の配偶者の実子で当該被相続人の養子となった者その他これらに準ずる者として政令

で定める者は実子とみなすと規定していることに加えて、そもそも、同号は、相続税及び贈

与税について、納税義務者、課税財産の範囲、税額の計算の方法、申告、納付及び還付の手

続並びにその納税義務の適正な履行を確保するため必要な事項を定める相続税法の中に置

かれているものであり、民事実体法上の身分関係について定める民法等の中に置かれている

ものではないことをも併せ考えれば、同号は、同条２項の規定を適用し、同条１項の「相続

人の数」を決定するについて、上記養子となった者を実子とみなす旨を規定しているにとど

まり、民事実体法上の身分関係において上記養子となった者を実子とみなす旨を規定してい

るものではないというべきであって、同号の規定により当該養子となった者の養子縁組前の

子が養親の直系卑属となるものと解することはできない。したがって、原告らの上記主張は

採用することができない。 

ウ 原告らの主張エについて 
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原告らは、亡丁の遺産は、亡Ｂの遺産についての遺産分割協議により亡丁が取得した遺産

と全く同じであり、Ｅ及びＦは、亡Ｂの直系卑属であるから、「相続人の数」に含まれるも

のと解すべきであると主張する。しかし、仮に亡丁の遺産が亡Ｂの遺産についての遺産分割

協議により亡丁が取得した遺産と全く同じであるものとしても、本件相続を亡Ｂの相続と同

視することはできないのであって、本件相続に係る相続税の総額を計算する際の基礎控除額

の算出において用いられる「相続人の数」は、あくまでも亡丁の相続人の数でなければなら

ないところ、Ｅ及びＦが亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人となるものではないことは、

上記(2)イのとおりである。したがって、原告らの上記主張は採用することができない。 

また、原告らは、Ｅ及びＦは、亡丁の遺産分割協議後にされた不動産登記手続において、

登記官から亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人となるものとみなされているとも主張し、

甲第４号証ないし第１０号証によれば、原告ら及びＥは、平成●年●月●日、前提事実(3)

の遺産分割協議によりそれぞれ取得した土地について、本件相続を原因とする亡丁の持分全

部移転登記を経由したと認めることができる。しかし、不動産についての権利に関する登記

は、不動産に関する権利を公示するためのものにすぎず（不動産登記法１条）、同登記がさ

れたからといって、不動産に関する権利に同登記に対応する物権変動が生ずるものではなく、

当事者の申請に基づいて行われた登記手続に過誤があることもあり得るのであるから、上記

のような相続登記がされたからといって、Ｅ及びＦが亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人

となり、Ｅが亡戊の代襲相続人として本件土地の持分を亡丁から相続したこととなるもので

はないというべきである。 

２ 本件各更正等の適法性について 

(1) 本件相続に係る相続税の額について 

本件相続に係る相続税の総額を計算する際の基礎控除額の算出において用いられる亡丁の

「相続人の数」が「３」とされるべきものであることは、前記１(2)ウのとおりであって、本

件相続に係る相続税の額は、別紙３（課税処分の根拠）１(2)オの(ア)ないし(ウ)のとおり、

原告甲について１８６万７３００円、原告乙について１４８万５７００円、原告丙について３

４０万７５００円となる。 

(2) 本件各更正等の適法性について 

ア 本件各更正の適法性について 

本件相続に係る相続税の額は上記(1)のとおりであるところ、別紙２（課税処分の経緯）

５の本件各更正における原告らの納付すべき相続税額はこれらの金額と同額であるから、本

件各更正はいずれも適法である。 

イ 本件各賦課決定の適法性について 

上記(1)によれば、原告らは、本件相続に係る相続税について納付すべき税額を過少に申

告したものであることとなるところ、別紙２（課税処分の経緯）２の修正申告及び本件更正

１又は２により原告甲及び原告乙が新たに納付すべきこととなった相続税額並びに別紙２

（課税処分の経緯）２の修正申告により原告丙が新たに納付すべきこととなった相続税額の

うち本件更正３による一部減額後のものの計算の基礎となった事実のうちに税額の計算の

基礎とされていなかったことについて国税通則法６５条４項に規定する正当な理由がある

と認めることができるものはない（原告らも、この点については特段の主張をしていない。）。 

そうすると、原告らが納付すべき過少申告加算税の額は、別紙３（課税処分の根拠）２の
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(1)ないし(3)のとおり、原告甲について１９万１０００円、原告乙について１４万４５００

円、原告丙について３０万９５００円となるところ、別紙２（課税処分の経緯）３、５及び

８の本件各賦課決定における原告らの納付すべき過少申告加算税の額はこれらの金額と同

額であるから、本件各賦課決定はいずれも適法である。 

第４ 結論 

よって、原告らの請求はいずれも理由がないから、これらを棄却することとし、訴訟費用の負担

につき行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条、６５条１項本文を適用して、主文のとおり判決す

る。 

 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 川神 裕 

裁判官 内野 俊夫 

裁判官 佐野 義孝  
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（別紙１) 

 

関係法令の定め 

 

相続税法の定め 

１ １１条（相続税の課税） 

相続税は、この節及び第３節に定めるところにより、相続又は遺贈により財産を取得した者の被

相続人からこれらの事由により財産を取得したすべての者に係る相続税の総額（括弧内は省略）を

計算し、当該相続税の総額を基礎としてそれぞれこれらの事由により財産を取得した者に係る相続

税額として計算した金額により、課する。 

 

２ １１条の２（相続税の課税価格） 

相続又は遺贈により財産を取得した者が１条の３第１号又は２号の規定に該当する者である場

合においては、その者については、当該相続又は遺贈により取得した財産の価額の合計額をもって、

相続税の課税価格とする。（１項） 

注 １条の３（相続税の納税義務者） 

次の各号のいずれかに掲げる者は、この法律により、相続税を納める義務がある。 

(1) 相続又は遺贈（贈与をした者の死亡により効力を生ずる贈与を含む。以下同じ。）により財

産を取得した個人で当該財産を取得した時においてこの法律の施行地に住所を有するもの（１

号） 

(2) 相続又は遺贈により財産を取得した日本国籍を有する個人で当該財産を取得した時におい

てこの法律の施行地に住所を有しないもの（当該個人又は当該相続若しくは遺贈に係る被相続

人（遺贈をした者を含む。以下同じ。）が当該相続又は遺贈に係る相続の開始前５年以内のい

ずれかの時においてこの法律の施行地に住所を有していたことがある場合に限る。）(２号） 

(3) (３号及び４号は省略） 

 

３ １５条（遺産に係る基礎控除） 

(1) 相続税の総額を計算する場合においては、同一の被相続人から相続又は遺贈により財産を取

得したすべての者に係る相続税の課税価格（中略）の合計額から、５０００万円と１０００万円

に当該被相続人の相続人の数を乗じて得た金額との合計額（以下「遺産に係る基礎控除額」とい

う。）を控除する。（１項） 

(2) 前項の相続人の数は、同項に規定する被相続人の民法第５編第２章（相続人）の規定による

相続人の数（当該被相続人に養子がある場合の当該相続人の数に算入する当該被相続人の養子の

数は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める養子の数に限るものとし、相続の放

棄があった場合には、その放棄がなかったものとした場合における相続人の数とする。）とする。

（２項） 

ア 当該被相続人に実子がある場合又は当該被相続人に実子がなく、養子の数が１人である場合

１人（１号） 

イ 当該被相続人に実子がなく、養子の数が２人以上である場合 ２人（２号） 

(3) 前項の規定の適用については、次に掲げる者は実子とみなす。（３項） 
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ア 民法８１７条の２第１項（特別養子縁組の成立）に規定する特別養子縁組による養子となっ

た者、当該被相続人の配偶者の実子で当該被相続人の養子となった者その他これらに準ずる者

として政令で定める者（１号） 

イ 実子若しくは養子又はその直系卑属が相続開始以前に死亡し、又は相続権を失ったため民法

第５編第２章の規定による相続人（相続の放棄があった場合には、その放棄がなかったものと

した場合における相続人）となったその者の直系卑属（２号） 

 

４ １６条（相続税の総額） 

相続税の総額は、同一の被相続人から相続又は遺贈により財産を取得したすべての者に係る相続

税の課税価格に相当する金額の合計額からその遺産に係る基礎控除額を控除した金額を当該被相

続人の前条２項に規定する相続人の数に応じた相続人が民法９００条（法定相続分）及び９０１条

（代襲相続人の相続分）の規定による相続分に応じて取得したものとした場合におけるその各取得

金額（当該相続人が、１人である場合又はない場合には、当該控除した金額）につきそれぞれその

金額を次の表の上欄に掲げる金額に区分してそれぞれの金額に同表の下欄に掲げる税率を乗じて

計算した金額を合計した金額とする。 

（表は省略） 

 

５ １７条（各相続人等の相続税額） 

相続又は遺贈により財産を取得した者に係る相続税額は、その被相続人から相続又は遺贈により

財産を取得したすべての者に係る相続税の総額に、それぞれこれらの事由により財産を取得した者

に係る相続税の課税価格が当該財産を取得したすべての者に係る課税価格の合計額のうちに占め

る割合を乗じて算出した金額とする。 
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（別紙２) 

 

課 税 処 分 の 経 緯 

 

１ 相続税の申告 

原告ら及びＥは、平成２１年１０月２８日、本郷税務署長に対し、原告甲について課税価格を２

２７０万５０００円、納付すべき税額を４１万４２００円、原告乙について課税価格を１９６４万

円、納付すべき税額を３５万５１００円、原告丙について課税価格を５６１９万７０００円、納付

すべき税額を１００万６１００円、Ｅについて課税価格を１１１８万８０００円、納付すべき税額

を１９万７２００円とする本件相続に係る相続税の申告をした。（甲１１、乙１) 

この申告は、Ｅは亡戊の代襲相続人であり、相続税法１５条１項の「相続人の数」は原告らの人

数にＥの人数を加えた「４」とされるべきものであるとするものである。 

２ 相続税の修正申告 

原告ら及びＥは、本郷税務署長の慫慂を受けて、平成２２年７月１４日、同税務署長に対し、原

告甲について課税価格を２３０８万７０００円、納付すべき税額を１０３万７５００円、原告乙に

ついて課税価格を２７２７万８０００円、納付すべき税額を１１８万５７００円、原告丙について

課税価格を７７１４万７０００円、納付すべき税額を３４８万３２００円、Ｅについて課税価格を

３７２９万６０００円、納付すべき税額を１７０万４５００円とする本件相続に係る相続税の修正

申告をした。（甲１２、４３、乙２) 

この修正申告は、本郷税務署長の慫慂に従って、上記１の申告における土地の評価の誤りを是正

する一方で、同税務署長の慫慂にかかわらず、相続税法１５条１項の「相続人の数」を原告らのみ

の人数である「３」とすることなく、かえって、原告らの人数にＥ及びＦの人数を加えた「５」と

されるべきものであるとするものである。 

３ 本件賦課決定１-１、本件賦課決定２-１及び本件変更前賦課決定３ 

本郷税務署長は、上記２の修正申告により新たに納付すべき相続税の額について、平成２２年９

月２８日、原告甲に対し、過少申告加算税の額を６万８０００円とする本件賦課決定１-１をし、

同年８月２７日、原告乙に対し、過少申告加算税の額を９万９５００円とする本件賦課決定２-１

を、原告丙に対し、過少申告加算税の額を３２万０５００円とする本件変更前賦課決定３をした。

なお、本郷税務署長は、Ｅに対しても、過少申告加算税の額を２０万円とする過少申告加算税賦課

決定をした。（甲３９、４０、乙３) 

４ 相続税の更正の請求 

原告ら及びＥは、平成２２年１０月１３日、本郷税務署長に対し、原告甲について課税価格を２

３０８万７０００円、納付すべき税額を９５万円、原告乙について課税価格を２７２７万８０００

円、納付すべき税額を１０７万６６００円、原告丙について課税価格を７７１４万７０００円、納

付すべき税額を３１０万３４００円とする本件相続に係る相続税の更正の請求をした。また、原告

ら及びＥは、同年１１月１０日、本郷税務署長に対し、本件相続に係る相続税の更正の嘆願をした。

（甲１４、４３、乙４、５) 

この更正の請求は、本件土地の評価の誤りを理由に、また、上記更正の嘆願は、本件土地以外の

土地の評価の誤りを理由に、本件相続に係る相続税の減額更正を求めるものであるが、相続税法１
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５条１項の「相続人の数」は原告らの人数にＥ及びＦの人数を加えた「５」とされるべきものであ

るとするものである。 

５ 本件更正１ないし３並びに本件変更前賦課決定１-２、本件変更前賦課決定２-２及び本件変更決

定 

本郷税務署長は、平成２３年２月２５日、原告甲に対し、課税価格を３７３０万８０００円、納

付すべき税額を１８６万７３００円とする本件更正１及び過少申告加算税の額を８万２０００円

とする本件変更前賦課決定１-２を、原告乙に対し、課税価格を２９６８万５０００円、納付すべ

き税額を１４８万５７００円とする本件更正２及び過少申告加算税の額を３万円とする本件変更

前賦課決定２-２を、原告丙に対し、課税価格を６８０８万円、納付すベき税額を３４０万７５０

０円とする本件更正３及び本件変更前賦課決定３により納付すべき過少申告加算税の額を１万１

０００円減額する本件変更決定をそれぞれした。なお、本郷税務署長は、Ｅに対しても、納付すべ

き税額及び過少申告加算税の額をいずれも零円とする相続税の更正及び過少申告加算税変更決定

をした。（甲１６ないし１９) 

本件更正１ないし３は、上記４の更正の請求及び更正の嘆願の理由とされた本件土地及び本件土

地以外の土地の評価の誤りについては、おおむね認容すべきものとする一方で、① Ｅ及びＦは、

亡戊の亡丁との養子縁組前の子であるから、民法７２７条の規定により亡丁の直系卑属となったも

のではなく、民法８８７条２項の規定により亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人となるものでは

ないというべきである、② Ｅは、本件相続に係る相続人ではないから、本件相続により本件土地

の持分を取得したものではなく、本件土地の持分は原告らが法定相続分により相続したものとして

課税価格を計算するのが相当であるとするものである。 

６ 異議申立て及び異議決定 

原告ら及びＥは、平成２３年４月１３日、本郷税務署長に対し、本件更正１ないし３並びに本件

変更前賦課決定１-２及び本件変更前賦課決定２-２、上記５のＥに対する相続税の更正等の取消し

を求める異議申立てをしたところ、本郷税務署長は、同年６月９日、Ｅの異議申立てを却下し、原

告らの異議申立てを棄却する決定をした。（甲２０、乙７) 

７ 更正をすべき理由がない旨の通知 

本郷税務署長は、平成２３年４月２１日、原告甲及び原告乙に対し、上記４の更正の請求につい

て、更正をすべき理由がない旨の通知をした。（乙６) 

８ 本件賦課決定１-２及び本件賦課決定２-２ 

本郷税務署長は、本件更正１及び２により新たに納付すべき相続税の額について、平成２３年６

月２９日、原告甲に対し、本件変更前賦課決定１-２により納付すべき過少申告加算税の額に加え

て納付すべき過少申告加算税の額を４万１０００円とする本件賦課決定１-２（その結果、納付す

べき過少申告加算税の額は１２万３０００円となる。）をし、同年７月２９日、原告乙に対し、本

件変更前賦課決定２-２により納付すべき過少申告加算税の額に加えて納付すべき過少申告加算税

の額を１万５０００円とする本件賦課決定２-２（その結果、納付すべき過少申告加算税の額は４

万５０００円となる。）をした。（甲４１、４２) 

９ 審査請求及び審査裁決 

原告らは、平成２３年７月４日、国税不服審判所長に対し、本件更正１ないし３並びに本件変更

前賦課決定１-２、本件変更前賦課決定２-２及び本件変更決定、上記６の異議決定の取消しを求め

る審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、上記７の更正をすべき理由がない旨の通知、本件
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賦課決定１-２及び本件賦課決定２-２についても併せ審理し、同年１２月２０日、本件更正１ない

し３並びに本件変更前賦課決定１-２、本件変更前賦課決定２-２についての審査請求を棄却し、本

件変更決定及び上記６の異議決定についての審査請求を却下する裁決をした。（甲１５) 

10 本件訴えの提起 

原告らは、平成２４年６月１９日に本件訴えを提起した。（顕著な事実） 
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（別表） 

 

１ 原告甲    

（単位　円）

区　　　分 年 月 日 課 税 価 格 納付すべき税額 過少申告加算税

当 初 申 告 21.10.28 22,705,000 414,200 -

修 正 申 告 22. 7.14 23,087,000 1,037,500 -

本件賦課決定１-１ 22. 9.28 - - 68,000（①）

更 正 の 請 求 22.10.13 23,087,000 950,000 -

本 件 更 正 １ 23. 2.25 37,308,000 1,867,300 -

本件変更前賦課決
定１-２

異 議 申 立 て 23. 4.13 23,087,000 1,037,500 ②の全部取消し

更正の請求に対す
る通知

異 議 決 定 23. 6. 9

本件賦課決定１-２ 23. 6.29 - - 123,000（③）

審 査 請 求 23. 7. 4 23,087,000 1,037,500 ②の全部取消し

審 査 裁 決 23.12.20

棄　　却

棄　　却

＊　過少申告加算税①は修正申告によるものである。過少申告加算税②は、本件更正１による
  ものであり、過少申告加算税①とは別途納付すべきものである。過少申告加算税③は過少申
  告加算税②を吸収するものである。

23. 2.25 - - 82,000（②）

23. 4.21 更正をすべき理由がない旨の通知
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２ 原告乙 

（単位　円）

区　　　分 年 月 日 課 税 価 格 納付すべき税額 過少申告加算税

当 初 申 告 21.10.28 19,640,000 355,100 -

修 正 申 告 22. 7.14 27,278,000 1,185,700 -

本件賦課決定２-１ 22. 8.27 - - 99,500（①）

更 正 の 請求 22.10.13 27,278,000 1,076,600 -

本 件 更 正２ 23. 2.25 29,685,000 1,485,700 -

本件変更前賦課決
定２-２

異 議 申 立 て 23. 4.13 27,278,000 1,185,700 ②の全部取消し

更正の請求に対す
る通知

異 議 決 定 23. 6. 9

審 査 請 求 23. 7. 4 27,278,000 1,185,700 ②の全部取消し

本件賦課決定２-２ 23. 7.29 - - 45,000（③）

審 査 裁 決 23.12.20

棄　　却

棄　　却

＊　過少申告加算税①は修正申告によるものである。過少申告加算税②は、本件更正２によるもの
　であり、過少申告加算税①とは別途納付すべきものである。過少申告加算税③は過少申告加算税
　②を吸収するものである。

23. 2.25 - - 30,000（②）

更正をすべき理由がない旨の通知23. 4.21
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３ 原告丙 

（単位　円）

区　　　分 年 月 日 課 税 価 格 納付すべき税額 過少申告加算税

当 初 申 告 21.10.28 56,197,000 1,006,100 -

修 正 申 告 22. 7.14 77,147,000 3,483,200 -

本件変更前賦課決定３ 22. 8.27 - - 320,500（①）

更 正 の 請 求 22.10.13 77,147,000 3,103,400 -

本 件 更 正 ３ 23. 2.25 68,080,000 3,407,500 -

本 件 変 更 決 定 23. 2.25 - - △11,000（②）

異 議 申 立 て 23. 4.13 77,147,000 3,103,400 -

異 議 決 定 23. 6. 9 -

審 査 請 求 23. 7. 4 77,147,000 3,103,400 ②の全部取消し

審 査 裁 決 23.12.20 却　下

棄　　却

棄　　却

＊　過少申告加算税①は修正申告によるものである。過少申告加算税②は過少申告加算税①のう
　ち一部取り消されたものである。  
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（別紙３） 

 

課 税 処 分 の 根 拠 

 

１ 本件各更正の根拠 

(1) 課税価格の合計額       １億３５０７万３０００円 

上記金額は、原告らがそれぞれ相続により取得した財産の価額（原告甲について３７３０万８

２９６円、原告乙について２９６８万５２４１円、原告丙について７１５６万３７６１円）から、

原告らがそれぞれ負担した債務等の金額（原告甲について零円、原告乙について零円、原告丙に

ついて３４８万３７５５円）を控除した金額について、国税通則法（平成２１年法律第１３号に

よる改正前のもの。以下同じ。）１１８条１項の規定により１０００円未満の端数金額を切り捨

てた後の各相続人の課税価格を合計した金額である。なお、本件土地の持分については、原告ら、

Ｅ及びＦの間で、Ｅが取得する旨の遺産分割協議が成立しているが、Ｅは、本件相続に係る相続

人ではないから、本件相続により本件土地の持分を取得したものではなく、本件土地の持分は原

告らが法定相続分により相続したものとして課税価格を計算するのが相当である。 

(2) 納付すべき税額 

ア 課税遺産総額                     ５５０７万３０００円 

上記金額は、上記(1)の課税価格の合計額から、相続税法１５条の規定により５０００万円

と１０００万円に本件相続に係る相続人の数である「３」を乗じた３０００万円との合計額で

ある８０００万円を控除した後の金額である。なお、Ｅ及びＦは、亡戊の亡丁との養子縁組前

の子であるから、民法７２７条の規定により亡丁の直系卑属となったものではなく、民法８８

７条２項の規定により亡戊の代襲相続人として亡丁の相続人となるものではないというべき

である。 

イ 法定相続分に応ずる取得金額 

(ア) 原告甲（法定相続分３分の１)         １８３５万７０００円 

(イ) 原告乙（法定相続分３分の１)           １８３５万７０００円 

(ウ) 原告丙（法定相続分３分の１)           １８３５万７０００円 

上記各金額は、相続税法１６条の規定により本件相続に係る相続人が上記アの課税遺産総

額を民法９００条の規定による相続分に応じて取得したものとした場合の各自の取得金額

（ただし、昭和３４年１月２８日付け直資１０による国税庁長官通達「相続税法基本通達の

全部改正について」（平成２１年６月１７日付け課資２-５ほかによる改正前のもの。以下「相

続税法基本通達」という。)１６-３の取扱いにより各相続人ごとに１０００円未満の端数金

額を切り捨てた後のもの）である。 

ウ 相続税の総額                     ６７６万０６００円 

上記金額は、上記イの(ア)ないし(ウ)の法定相続分に応ずる取得金額に、それぞれ相続税法

１６条に定める税率を乗じて算出した金額の合計額（ただし、相続税法基本通達１６-３の取

扱いにより１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

エ 原告ら各自の相続税額 

(ア) 原告甲                    １８６万７３１９円 

(イ) 原告乙                    １４８万５７７７円 

19 



(ウ) 原告丙                    ３４０万７５０２円 

上記各金額は、相続税法１７条の規定により上記ウの相続税の総額に、原告ら各自の課税価

格が上記(1)の課税価格の合計額のうちに占める割合（原告甲について１３万５０７３分の３

万７３０８、原告乙について１３万５０７３分の２万９６８５、原告丙について１３万５０７

３分の６万８０８０）をそれぞれ乗じて算出した金額である。 

オ 原告ら各自の納付すべき相続税額 

(ア) 原告甲                     １８６万７３００円 

(イ) 原告乙                     １４８万５７００円 

(ウ) 原告丙                      ３４０万７５００円 

上記各金額は、上記エの原告ら各自の納付すべき相続税額に、国税通則法１１９条１項の規

定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のものである。 

２ 本件各賦課決定の根拠（過少申告加算税の額） 

(1) 原告甲                    １９万１０００円 

(2) 原告乙                      １４万４５００円 

(3) 原告丙                       ３０万９５００円 

上記各金額は、別紙２（課税処分の経緯）２の修正申告及び本件更正１又は２により原告甲及び

原告乙が新たに納付すべきこととなった相続税額並びに別紙２（課税処分の経緯）２の修正申告に

より原告丙が新たに納付すべきこととなった相続税額のうち本件更正３による一部減額後のもの

を基礎とし、国税通則法６５条１項及び２項の規定を適用して計算した金額である。 
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